
地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

1 北海道

①デジタル分野の応募率と定員

充足率が高止まりしているの

で、受け皿をもっと増やすべ

き。

→②求職者支援訓練のデジタル

分野の定員を前年計画より160

人増員した。

①町村部の人材育成と訓練修了

後の地域における定着率につい

て。

→②eラーニングコースの活用

とその効果検証を引き続き行う

こととした。

デジタル分野の重点化 〇大型自動車の運転手を育成す

る訓練コースについて、令和4

年度は受託者が見つからず中止

になったが、令和5年度は旭川

と苫小牧で開講する予定であ

る。(北海道)

〇ポリテクセンターの施設内訓

練「CADものづくりサポート

科」について、女性専科の位置

づけだったが、昨今のジェン

ダーフリーの流れを受けて男女

関係なく受け入れをすることと

した。(JEED)

1　深刻な人手不足分野の一つ

であり業界全体における職業訓

練への期待度が高いこと。

2　広域な北海道地域における

職業訓練の地域偏在の問題が根

強くある中、介護人材はどの地

域においても高いニーズがある

こと。

3　介護訓練の定員充足率が低

迷していることから、WGの効

果検証による訓練内容の見直し

が必要だと考えられること。

4　介護分野訓練の過去からの

実績と高い就職率から、実効あ

る効果検証が期待できること。

介護分野の選定について、全出

席委員賛成。

コース選定に係る質問や町村部

の人材育成に係る意見を踏まえ

て、委託訓練と求職者支援訓練

から、できる限り札幌以外の

コースも取り入れた3コース以

上を選択し、効果検証を行うこ

ととした。

また、リカレント教育機関の大

学の委員から、次回協議会まで

に大学で実施しているVRを活用

した介護教育の事例共有の申し

出があった。

介護分野 〇町村部の人材育成と訓練修了

後の地域における定着率に係る

意見を踏まえ、受講前エント

リーシートを活用して、訓練修

了後の就職希望域を把握するこ

ととした。

〇地域におけるリスキリングの

推進に関する特別交付税措置の

活用について、今後総務省の具

体的指示を待ち、北海道が主体

となって推進していくことと

なった。

〇託児付き訓練の利用が低い

が、女性の就業促進のための環

境整備であることから、積極的

な周知をお願いしたい。

WGの効果検証を介護分野とした議

論の中で、リカレント教育を実施す

る大学の委員から、次回協議会まで

に大学で実施しているVRを活用した

介護教育の事例共有を行う旨、申し

出があった。

3 岩手

①協議会での意見

・岩手県として岩手らしさ、独

自の視点も必要ではないか。

・地域におけるリスキリングの

進展に関する事業について、産

官学上げて取り組まなければな

らない。

②計画に反映した事項

・今後岩手らしさを検討してい

くということで、計画について

は提案通り承認。

・建設、保育、介護等の人手不

足分野のほか、DX等の進展のな

かデジタル分野への重点化、就

職氷河期世代の安定就労に係る

支援への取り組み等

・今後DXの進展を見据えた上で

将来２～３年後どうなるか、岩

手県として岩手らしさ、独自の

視点も必要である。

・令和4年度の指標から分析し

た改善すべき方向性を踏まえ

て、職業訓練受講の応募倍率は

高いが就職率が低い分野につい

て、求人ニーズに即した内容に

なっているか、就職支援策に問

題がないか等検証する必要があ

る。

・検証は非常に大事。生産性・

利益を上げるためにどういう

ツールを使うかなど、営業・販

売・事務分野でどのような人材

が望まれるかなどヒアリングし

た結果を共有してほしい。

営業・販売・

事務分野

特になし 特になし ・オブザーバーとして出席した岩手

県（若者女性協働推進室）より、内

閣府が新設した「地域女性活躍躍進

交付金」を活用した「令和5年度女

性デジタル人材育成に向けたスキル

習得導入セミナー」について紹介が

あり、経済団体等へ協力についてお

願いした。

・女性活躍というポイントとデジタ

ル人材育成が合わせられいい取り組

みであると、構成員間で認識を共有

した。

4 宮城

＜意見＞

○各実施機関からの報告の中で

IT系訓練の受講者確保に難しさ

があるとの話があった。今後も

枠を増やしていく方向となって

いるが、ただ定員枠を増やして

も応募者数が少ないままではあ

まり意味がなくなってしまうの

で、募集・広報をどのように積

極的に働きかけていくかが一つ

の課題と思う。応募者の獲得に

是非努めていただきたい。

○デジタル分野の重点化に計画

的に取り組むこととしている。

○ワーキンググループが検証を

行う訓練分野についてもデジタ

ル分野としており、訓練の充実

につなげていくこととしてい

る。

○公共職業訓練と求職者支援訓

練について、令和４年度の実施

状況と令和５年度の実施方針等

を各実施機関から報告し、地域

内の職業訓練に係る現状等につ

いて情報共有した。

○令和4年度、デジタル分野の

訓練重点化方針に対応し、新た

な訓練実施施設も開拓しつつ対

象コース・対象者数を増やし実

施しているところだが、コース

や実施施設によって受講率が上

がっていない状況も見られる。

個々の状況把握が必要。また、

実施している訓練内容が求職者

のニーズや企業のニーズとの間

でずれが生じていないか等を十

分に検証していく必要があるこ

とから当分野を選定した。

○ヒアリングする企業の選定に

あたって、企業規模等の区分を

意識した選定をお願いしたい

（例：IT企業、大企業のIT部

門、中小企業（特にITと直接関

わりのない中小企業の事例）

等）。

○定量的な調査として簡単なア

ンケート調査も平行して行えた

らよいと思う。

○訓練内容に対する検証を行う

ことは非常に重要なテーマであ

り一歩進んだと思う。今後のヒ

アリング結果を受けて、来年度

以降の調査のあり方についても

さらに検討を加えていただきた

い。

○デジタル分

野

○特になし ○地域内でのリカレント教育実施事

例として、事業構想大学院大学の

「次世代みちのく地域イノベーター

養成プログラム」を紹介し委員間で

情報を共有した。（東北地域におけ

る課題を発見し、そこから新規事業

開発を企画・推進できる地域イノ

ベーター人材の養成を目的としたも

の。）

5 秋田

①全国で最も人口減少及び高齢

化率が高い県であり、また、介

護分野における有効求人倍率も

近年高水準で推移しており、今

後も介護分野の求人ニーズは高

く、専門的な人材の育成が必要

との意見を踏まえて、②地域

ニーズ枠として介護分野のおけ

る訓練コースを通常認定上限に

上乗せした規模で設定し、人手

不足分野へのキャリアチェンジ

を見据えた訓練受講の勧奨を強

化予定。

「秋田県第11次職業能力開発計

画」においてもIOTやAI等の先

進技術に対応できる人材の育成

を目指しており、公共職業訓

練・求職者支援訓練共にデジタ

ル分野の充実を図る。

・県雇用労働政策課から「情報

関連技術やサービス（ICT）に

関する事業所ニーズについて」

を説明。

・ハローワーク秋田から「ハ

ローワークの職業相談窓口での

訓練ニーズについて」を説明。

第１回協議会での「デジタル分

野における求職者側と求人者側

とのミスマッチの把握・解消が

重点課題である」との意見に加

え、政府及び秋田県においても

IOTやAI等の先進技術に対応で

きる人材の育成を目指している

状況を踏まえ、検証対象分野に

「デジタル分野」を選定。

IT、Web関連の県内誘致企業も

含めた企業におけるデジタル人

材ニーズとデジタル分野の訓練

内容を調整していくことが訓練

修了者の就職率向上に不可欠。

デジタル分野 特になし 特になし 特になし

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

2 青森

①事務局案は令和３年度及び４

年度の実績を踏まえ、また地域

社会のニーズに対応した計画に

なっており、適正である旨、意

見あり。

・本県は少子高齢化が進んでい

る事もあり青森県や関係機関と

連携して、受講生の確保や高い

就職率を維持してほしい旨の意

見あり。

・「応募倍率、就職率が低い」

という事は「訓練効果が上がっ

ていない」と思われる。今後、

効果検証した上でも就職率が上

がらない場合は訓練コースを見

直す必要があるとの意見あり。

②訓練についての広報やハロー

ワークと連携した就職支援の強

化を図る。

・（計画案には）就職率が低い

分野（デザイン分野、営業・販

売・事務分野）の訓練修了者へ

の就職率を高めるために、求人

ニーズに即した訓練になってい

るか、十分な就職支援になって

いるか検討した上、運用を見直

し、ハローワークと連携した支

援を行う旨　記載済み。

デジタル分野の重点化 応募倍率が高く就職率は低い分

野である「営業・販売・事務分

野」を効果検証分野とする。

個々のコースで見た場合、応募

倍率・就職率共に「高率」「低

率」が存在しており、その差の

原因の把握と訓練カリキュラム

が、求人のニーズに促したもの

となっているか検証する。

「応募倍率、就職率が低い」と

いう事は「訓練効果が上がって

いない」と思われる。今後、効

果検証した上でも就職率が上が

らない場合は訓練コースを見直

す必要がるとの意見あり。

「応募倍率が低くて就職率が高

い分野」とされる介護・医療・

福祉分野については、この業界

の賃金の低さが、応募倍率が低

い理由の一因である旨の見解。

今後、受講率の改善を考える場

合、業界の賃金状況も踏まえた

うえで、収入面やメリットとさ

れる部分を考えていく必要性が

ある。

営業・販売・

事務分野
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要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること
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令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による
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○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
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ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

6 山形

①県内の産業界の発展につなが

る高度な職業訓練（パソコンス

キルなど）の実施を行うことが

重要。

②企業の求める人材ニーズに十

分活かせる訓練かをよく検証す

るよう、訓練カリキュラムを改

善していく。

・人材不足分野の介護・製造関

係の訓練の受講者数のアップ

・地域性を活かした訓練の設定

・受講生が増加するような工夫

した訓練の周知

・企業の人材ニーズに見合った

訓練カリキュラムの検討

・基礎、応用、デジタル分野の

訓練コースのカリキュラムと、

企業の求人ニーズ等の検証

地元就職を希望しない割合が増

えてきている。賃金、働き方、

企業力、企業の存在感などを考

えて退職する。働き方の多様性

を認めている企業には人が集

まっている。

県内においては、パソコンスキ

ルの訓練受講者が多く、それを

活かした職業に従事している

が、企業の人材ニーズに十分対

応しているかを検証

訓練実施機関・・３機関

訓練修了、就職した者・・3名

採用した企業・・3社

同一の性別、年齢に偏らないよ

うにする。

訓練の効果が十分なされている

かを検証

パソコンスキ

ル

特になし 特になし 特になし

8 茨城

　 　企業のデジタル化の進展、そ

れに対応した人材の採用ニーズ

の高まり等により、幅広い分

野・レベルでデジタル人材の育

成が課題となっており、デジタ

ル分野の重点化を実施していく

ことや、人手不足分野である介

護分野についても重点化する。

〇職業紹介事業者を利用する求

人者の傾向として、ＭＯＳ取得

者が企業の採用で必ずしも有利

になるとは限らず、むしろ企業

は実務的なスキルが身について

いる者を求めている。職業訓練

においても資格取得だけを目的

とせず実務的なスキルも身に付

けることが重要。

〇雇用労働者のうち約４割が

パート・有期の雇用形態で働い

ている。国として職業能力開発

体制及びマッチング支援を強化

し、労働者のスキルアップ・

キャリアチェンジを支援する取

組に期待する。

　デジタル人材が不足している

ことから、職業訓練のデジタル

分野への重点化が必要であり、

訓練カリキュラムの検証によ

り、より幅広い人材をデジタル

分野へのキャリアチェンジに繋

げる

デジタル分野 　社会人の学び直し（リスキリ

ング）を産官学が連携して支援

する茨城県設置（R5.1.30）の

茨城県リスキリング推進協議会

において、デジタル化や脱炭素

化の進展による産業構造の変化

を見据えて、ＩＴ技術などの向

上や習得を後押しし、生産性向

上や成長産業への労働移動を推

進する内容について構成員間で

共有

　経済産業省関東経済産業局地域経

済部社会・人材政策課を招いて、

「リスキリングを通じたキャリア

アップ支援事業」「副業・兼業支援

補助金」「高等教育機関における共

同講座創造支援事業」「地域の人事

部機能構築モデル事業」等関東経済

産業局の取組内容について構成員間

で共有

9 栃木

①協議会での意見

・社会人としての基本とパソコ

ン操作ができる人材の育成を基

本に、基幹産業であるものづく

り分野においてもデジタル化へ

の対応が必要。

②計画に反映した事項

基礎コースの割合を実績以上に

設定。また営業・販売・事務分

野及びデジタル分野の認定数の

増加を行った。

・デジタル分野の定員枠の拡大

・パソコン操作のできる人材育

成のため、営業・販売・事務分

野の定員枠の拡大をしており、

その分野の内容を充実させるた

め。

・デジタル分野は特に注目され

ていることから定員枠の拡大が

必要ではないか。（経済団体）

・職種を想定したコース設定を

検討してみては（職業紹介事業

者）

・コースの設定及び受講者も多

く、第１回地域協議会で意見を

いただいたパソコン操作等を行

うコースのため。

・人材紹介を行うにあたり、１

番多い職種が営業・販売、３番

４番目が総務・事務なため、効

果が高い。（職業紹介事業者）

営業・販売・

事務

・ジョブ・カードを活用した

キャリアコンサルティングな

ど、労働者のキャリア形成に資

する情報提供及び相談援助

特になし 特になし

10 群馬

①「ＰＣを使った仕事」に対し

てのニーズが求人・求職とも多

い一方で、基本的な操作ができ

ない求職者も多数見受けられ、

マッチングに苦慮。

②デジタル分野のコース割合を

増やしつつ、受講者の情報処理

レベルに合わせた訓練コースの

設定、受講勧奨を行うこととし

た。

デジタル田園都市国家構想の実

現に向け、デジタル分野を重点

化する。

特になし デジタル分野を重点とし、人材

の質的・量的な向上を目指す中

で、県内のコースごとの就職率

に差が見られる。検証を通して

コース内容の課題を掘り起こ

し、改善を行うことで、分野全

体の向上を目指す。

訓練分野、検証方法等につい

て、ＷＧの提案で了承。

デジタル分野 地域におけるリスキリング推進

事業として、

・ぐんま環境学校（環境保全・

事前保護分野に関する理解促

進）

・前橋市人財スキルアップ補助

金（従業員等の研修等に要する

経費の補助）

・障がい者雇用創出事業（経営

者向け障がい者雇用セミナー）

・太田職業能力開発推進協議会

補助金

特になし なし

7 福島

協議会で発言のあった以下につ

いて、訓練計画に反映（計画

（案）の段階で記載済みのもの

を含む。）の上、取組を進める

こととした。

①（意見）より多くの人にこう

いった職業訓練を知っていただ

くことが必要→（対応）ハロー

ワークの利用に繋がっていない

潜在求職者への周知広報活動を

強める。具体的には、ＳＮＳに

よる訓練情報等の発信や商業施

設におけるハローワークによる

出張相談会等を実施する。

②（意見）職業訓練を通じた若

年非正規等離職者の正社員化の

促進→（対応）多様な事情を抱

えた求職者等に配慮するため、

短期間・短時間の訓練コースの

設定やオンライン訓練等を促進

するとともに、ジョブカードを

活用したキャリアコンサルティ

ングの実施による支援を行う。

③（意見）訓練計画に記載のあ

る「求人企業が求めるスキル等

の見える化・明確化」の具体的

な施策について→（対応）次年

度から訓練修了者の採用企業へ

ヒアリングを実施し、求められ

ているスキルの把握に努める。

また、これまで以上に関係機関

等との連携を深め、産業界等の

ニーズを収集する。

デジタル人材の需要が全国的に

高まっていることを踏まえ、福

島県においても、職業訓練のデ

ジタル分野の強化に計画的に取

り組むこととした。なお、当該

分野の訓練修了生は、就職率が

低い傾向が統計的に示されてい

ることから、具体的な求人職種

との接点や活躍できる求人分野

への関係性が促されるよう、ハ

ローワークと連携した就職支援

を強化することとした。

（学識経験者からの提案）

・企業が認識しているスキルの

習得は、短期スパンでの養成を

考えていると思うが、リスキリ

ングについては、企業がこれか

らどのように戦略的に生き残っ

ていくのかといった意味合いが

主流。経営者の方も気がついて

いない可能性があるため、例え

ば、「福島の産業構造には、ど

ういったスキルが必要であっ

て、それは経営者側としてはこ

のように考える。」といった提

案型であったり、経営者側と議

論を重ねる中でお互いの認識を

高めるといった手法などの、長

期スパンを見据えた取組を検討

いただきたい。

以下の３点を踏まえ、効果検証

を行う訓練分野は、「デジタル

分野」とする。

①国における人材育成の方針と

して、デジタル人材が質・量と

もに不足していることや、都市

圏への偏在といった課題を解決

するため、職業訓練のデジタル

分野の重点化に取り組むことと

している。このことから、地方

においても、地域の実情やニー

ズ等に応じた訓練コースの設定

が講じられているかを定性的に

分析する。

②デジタル分野については、前

年度においても検証・改善を行

う訓練分野として取り上げたと

ころであり、引き続き同じ分野

で検証を行うことにより、精度

の高い訓練効果の実証等に努

め、訓練カリキュラム等の改善

を目指す。

③デジタル分野のうちデザイン

分野は、比較的応募倍率が高い

ものの就職率が低いといった傾

向が実績として示されているこ

とから、訓練修了者や採用企業

等の現場の声を収集・分析する

ことにより、ハローワーク等に

対して就職支援の方策に供する

ような有効なフィードバックを

行う。

特になし。 デジタル分野 ①関係機関との連携

・地域全体での人づくりの視点

から、福島労働局、福島県及び

機構福島支部の連絡調整を密に

するとともに、訓練修了生を採

用した企業や業界団体等とも連

携を深める取組を行う。

②受講生の能力及び適性に応じ

た職業訓練の実施

・ジョブカードを活用したキャ

リアコンサルティングや職業相

談を通じ、適切な職業訓練コー

スの選択や就職に向けた支援を

行う。

③地域リスキリング推進事業

・福島県の各地域に必要な人材

（中小企業、農林水産、介護

等）のため、デジタル・グリー

ン等成長分野に関するリスキリ

ングの推進に資する事業（経営

者等の意識改革・理解促進に関

する事業など）を、地域の実情

を考慮し、必要に応じて実施す

る。

④職業訓練コースの設定に係る

改善の方向性を検討するに際

し、「応募倍率と就職率といっ

た２つの指標のほか、求人倍率

を加えた分析をしてはどうか」

といった意見が第１回目の協議

会であったことから、職種別の

求人倍率を資料として示し、需

給バランスを踏まえた訓練規模

の設定や就職支援の方策等に供

することとした。

「計画に沿った形で推進して欲

しい。」といった意見あり。

2



地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

11 埼玉

①女性・若者・障害者・高齢者

などそれぞれの雇用の課題につ

いてどのように地域職業訓練計

画に反映していくのか。

②今後、それぞれの雇用の課題

に対して状況を把握し、計画の

内容に折り込んでいく予定。

デジタル分野への重点化 製造現場においてもデジタル化

がすすんでおり、デジタル分野

のニーズは高い。

デジタル分野のニーズが高まる

中、「デジタル田園都市国家構

想基本方針」（令和4年6月閣議

決定）も踏まえ、WGグループ

初年度に効果検証を行うのは

「デジタル分野」が適当であ

る。

検証方法、ヒアリングの項目に

ついての意見なし

デジタル分野 ・ジョブ・カードの活用促進

・効果的なカリキュラム構成

・訓練実施機関とハローワーク

の連携強化

・障害者委託訓練の委託先の見

直し

・ジョブ・カードは職業能力開

発の際に作成するだけでなく、

訓練成果の確認や修了後の就職

のためにもっと活用していくべ

き。

・訓練実施機関は受講生のモチ

ベーションの向上に注力し、カ

リキュラム構成に工夫すべき。

・近年、ハローワークはオンラ

インサービスの充実など機能を

強化しているので、訓練実施機

関もハローワークとの連携を強

化し、就職率の向上のため活用

していくべき。

・障害者委託訓練は特例子会社

などに委託し実施しているが、

負担軽減のためいろいろな企業

に公平に受託させる仕組みが必

要ではないか。

埼玉県立大学で行っているリカレン

ト教育や連携教育を地域の職業能力

開発にもっと活用できないか（検討

中）。

12 千葉

①デジタル分野への人材育成・

確保は最もだが、傘下企業（特

に中小・零細）では、未だに

FAXさえも覚束ないところも多

数あり。人手不足の解消が計ら

わなければどうにもならない現

状がある。

②高齢・障害・求職者支援機構

が設置している生産性向上人材

育成支援センターにおいて、幅

広い分野の事業主からの相談等

に対応し、課題解消に向けた事

業主支援（オーダーコース訓練

含む）を実施。

・離職者訓練：デジタル化の進

展により労働者に求められる急

速な変化へ対応した、デジタル

人材を育成するコースの重点

化。

・人材不足分野（介護・保育・

建設等）の人材確保のため、保

育・介護系コースの重点化及び

建設分野においての育成。

・在職者訓練：企業における人

材開発と労働者による自律的・

主体的かつ継続的な学び直しを

積極的に図る。

・千葉県及び市町村において、

デジタルグリーン等成長分野や

人手不足分野におけるリスキリ

ングの推進に資する事業を実

施。

・専修学校、各種学校への県内

からの応募割合及び就職先割合

（県内～都内）、同様に短大、

大学等の状況からいかにして県

内の生徒を県内の機関施設等に

入学させ、県内企業へ就職させ

るという観点からの検討。

・デジタル社会を担う人材育成

が強く求められるなか、求職者

ニーズが高いものの就職率が低

いデジタル分野及び大幅な需要

拡大が見込まれる介護分野にお

ける深刻な人材不足問題に直面

している点を踏まえた。

・訓練効果の把握・検証に際

し、就職後の長期的スパンでの

追跡調査も必要ではないか。

デジタル分野

介護分野

・人材開発支援助成金「人への

投資促進コース」及び「事業展

開等リスキング支援コース」の

周知及び利用勧奨の取組。

・事業主団体から、企業だけで

はなく、当団体に所属する企業

指導の職員への研修等に対して

も助成金の活用が出来れば、実

施していきたい。

・職業訓練若しくは職業に関す

る教育訓練を実施する者または

その団体から、助成金申請業務

の更なる簡素化が図ることが出

来れば、「カスタマイズ研修」

（各企業に合わせた日程・カリ

キュラム等、要望に応じた研修

の提案、講師の派遣）の利用促

進に繋がる。

13 東京

①

⑴業種問わず全体的な人手不足

⑵ＤＸ対応

⑶訓練内容の充実

⑷就職支援の強化

⑸周知広報の拡大

②

⑴⑸周知、広報の充実により訓

練受講者の増加を図る。

⑵ＤＸコースの計画的な実施。

⑶平日夜間や土日を中心に短時

間・短期間コースの充実。効果

的なコースの設定。

⑷ハローワークでの就職支援の

充実。

⑴デジタル推進人材

デジタル分野の訓練科目、定員

数の確保。

人材ニーズに即した訓練カリ

キュラムの開発・検証。

早期就職支援。

⑵成長分野・人手不足分野

分野ごとに一定数の訓練科目、

定員の確保。

介護訓練を一定程度設定。

ハローワークにおける受講勧奨

の強化。

⑶その他

応募倍率が高く就職率が低い分

野の科目・定員数、カリキュラ

ムの検証、見直し。

応募倍率が低く就職率が高い分

野の受講勧奨強化。

ｅラーニングを一定数確保。

キャリアコンサルティング。

周知広報。

特になし 検証分野：デジタル系

（理由）

応募倍率が高く受講者の割合も

高いが、就職率が低い。

今後さらにデジタル人材の需要

が増加することを見込み、デジ

タル系に決定。

効果検証にあたっては、デジタ

ル分野の技術等が広範であるこ

とから、ワーキンググループに

おいて、今後の人材ニーズ見込

みや求職者ニーズ、訓練コース

ごとの修了者数、就職状況など

からテーマを絞り込む予定。

特になし デジタル系 ⑴人手不足分野、ものづくり分

野等の訓練の実施

⑵子育て中の女性等が育児と訓

練を両立できるよう託児所付き

訓練の実施

⑶企業等の要望に応じたオー

ダーメイド講習、企業への指導

員派遣の利用促進

⑷在職者向けのオンライン訓練

の実施

⑸学卒者向け訓練の実施

⑹障害者向け訓練の実施

⑺就職氷河期世代対策訓練の実

施

⑻効果的な訓練実施及び周知広

報のための関係機関との連携

特になし 特になし

14 神奈川

・ハロートレーニング（離職・

在職含め）の周知が必要。（す

でに計画に記載している為、変

更なし）

・訓練受講中の資格取得が難し

く、特にＩＴ関係は、終了後に

一部の者が資格取得をする状況

と聞いている。（資格について

は、受講者の任意のため、計画

への反映はなし）

・デジタル分野への重点化

・公的訓練の情報発信、就職支

援の充実・強化

・コースの分野について、５

年、１０年先を見据えた訓練を

考える必要がある

・デジタルに対し、中小企業側

ではまだ早い感があり、経営者

の意識改革が必要である

・職業訓練校と企業教育（会

社）との連携・差別化が今後の

課題

・DXについて、IT技術、資格だ

けでなく職務遂行能力、スキ

ル・知識のセットになったもの

が重視されてくる

・応募倍率が高く、就職率が低

い分野としてIT、WEBなど

・人手不足分野として介護

（まずは訓練カリキュラム等へ

の反映がしやすい就職率が低い

分野とした）

・求人ニーズの確認、中小事業

者の視点でのヒアリング

・採用後、どのように使ってい

きたいか、どのようにビジネス

に入れていきたいか

・企業のDXに対するギャップの

確認

ＩＴ分野 ・機構が行っている在職者訓練

は、商工会議所などを通じＰＲ

したおかげか、「生産性向上支

援訓練」の希望が多く、5年度

は定員を増やした。

・オーダー型在職者訓練では、

企業内の他部門との訓練のた

め、部門間の交流が活発になり

従業員の意識向上に繋がった

・訓練受講で、能力向上したこ

とがどう売上上昇に繋がったな

どの好事例の収集が必要

・資格やポートフォリオなど証

明できるものがIT業界の就職に

は大きい

・デジタル人材の採用で、資

格・経験がない場合、継続して

勉強し続けられる人材が求めら

れている

・パーソルキャリア株式会社より転

職市況（デジタル人材の転職市

況）、求人、求職動向の情報共有を

した。

・青山学院大学よりリカレント教育

の動向、今後の方向性について情報

共有をした。

15 新潟

①中小企業を中心にデジタル人

材の確保・育成が困難であるた

め、在職者訓練の拡充を求める

意見。様々な職種においてPC操

作が必要となってきており、デ

ジタル人材の裾野を広げる必要

があるとの意見が出されてい

た。

②デジタル分野の計画定員につ

いて、求職者支援訓練において

は24％増加させ、県の委託訓練

においてはITスキルレベル１～

３までの様々なコースを設定し

36％増加。県の在職者訓練につ

いてもデジタル分野を中心に定

員を約13％増加させた。

　デジタル分野の重点化により

定員の増加を図るとともに、多

様なITスキルレベルのコース設

定とともに、委託訓練において

eラーニングのコース設定を予

定している。

　新潟県の委員より、在職者訓

練について、新たに「デジタル

人材リスキリング支援事業」と

して、①デジタル技術の基礎知

識を集合形式で学ぶコース②デ

ジタル化に必要な技能をオンラ

インやeラーニングで学ぶリス

キリングコースを設定して開設

することについて説明があり、

構成員間で共有した。

新潟県が官民連携により県内産

業のD Xを推進するため、「県

内産業デジタル化構想」をまと

める際に実施したアンケート調

査では、「デジタル人材の育

成・確保ができない」ことを課

題としている企業が全体の63%

であった。一方で、デジタル分

野の職業訓練においては、応募

倍率が高い反面、関連就職率が

比較的低いことから、県内にお

けるデジタル分野の職業訓練を

対象とし、求人ニーズに即した

訓練内容であるか、訓練修了者

の就職率向上にどのような改善

が求められるか検証を行うこと

としたい。

　新潟県の資料では、県が実施

するIT分野の訓練のレベルは１

～２が中心であり、一方で企業

が求めるレベルは4又は５であ

るものの、人材の裾野を広げる

意味合いが強いとのことだが、

裾野のレベルを上げていく必要

もあると思うので、デジタル分

野を効果検証の対象とすること

でニーズと訓練レベルの差など

が明らかになり改善につながる

ことは良いと思われる。

デジタル分野 新潟県から、①「IT雇用型訓

練」として公的職業訓練の枠外

で、DXを推進する企業による説

明や今後必要となるデジタルス

キルを紹介するセミナーと紹介

予定派遣を組み合わせた訓練

コースの設定②県の職業訓練施

設に様々なソフトや先進的な機

器を実装して、DXが進んだ製造

現場のモデルを構築し、訓練の

受講生等が職場でのDXの導入に

向けた提案や取組を行い所属す

る企業に展開できるようにする

計画について説明があった。

事業主団体の委員より、②につ

いて、新潟県の主要な産業であ

るもの作りの現場にとって良い

取組であり、受講生にとどまら

ず企業からの見学等も受け入れ

て欲しいとの意見があった。

　中小企業の経営者に対するDX推進

の伴走型支援を実施している「新潟

県DX推進プラットフォーム」の代表

機関である（株）ブリッジにいがた

の今村社長を協議会に招聘し、具体

的な企業での取組事例の紹介と今後

の支援の方向等について説明があ

り、構成員間で情報を共有するとと

もに、所属団体傘下の企業等への展

開を依頼した。
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地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

16 富山

第１回協議会において、

・デジタル人材が不足してお

り、人材育成が必要

・ＤＸ人材、デジタル人材共に

それぞれのレベルに応じた人材

育成が必要である

・工場の生産現場においても、

デジタルや制御系、電子系の知

識や技能が求められている

といったデジタル分野の人材育

成を強化する必要があるという

意見が多くあったため、ＩＴ分

野やＷＥＢデザイン系のコース

の定員数を増やすことや、新し

いコースの設定などにより対応

した。

〇デジタル分野の重点化

社会全体のデジタル化に対応す

るためのＩＴ関連の資格取得を

目指すコースを実施するなど訓

練内容を充実させると共に、ハ

ローワークとの連携した就職支

援策の強化を図る。

特になし 令和３年度の訓練実施状況の分

析の結果、応募倍率が高く、就

職率が低い「デザイン分野」に

ついて支援策の見直しが必要と

考え選定した。

また、デジタル人材が質・量と

もに不足していることに対し

て、訓練内容やハローワークと

の連携した就職支援策を強化す

る必要があるため、「デジタル

分野」を設定した。

特になし デジタル分野

（ＩＴ分野、

デザイン分

野）

・人材開発支援助成金（人への

投資促進コース、事業展開等リ

スキリング支援コース）につい

て案内し、職業能力開発訓練を

利用した人材育成を積極的に

行っている事業主への周知を依

頼した。

・県が実施する主要事業とし

て、企業が生産性向上や成長分

野へのチャレンジ等を目的とし

て行う従業員のリスキリングの

取組みに対し経費を補助する

「とやまリスキリング補助金」

について案内し、事業主への周

知を依頼した。

特になし 特になし

19 山梨

①-1求職者支援訓練の基礎コー

スが中止となっているが来年度

も実施するのにあたり、時期の

見直し又は規模を縮小する等行

うのか。

②-1時期を見直して実施し、受

講生の確保のための周知を実施

する。

公共についても定員が低いコー

スについて見直しを実施

デジタル分野の重点化

既存のデジタルのカリキュラム

の充実を図ることしている。

・来年度は、介護事業所へAIを

利用した個人の方のバイタルや

尿意、便意等察知する等の県か

らの事業を補助金で支援しロ

ボット導入を進めていく。以前

も介護ロボットがあったが、操

作する人が育たなかったため介

護施設には定着しなかった。今

回も使用できる人材が育つのか

心配。来年その事業を進め、そ

こでの課題を協議会にてフィー

ドバックをし共有する。訓練カ

リキュラム等に取り込むことも

どうかを含めて協議していただ

きたい。

デジタル分野について選定

就職率が低いこと、デジタル分

野の訓練として日が浅いことな

どから選定

効果検証の進め方については提

案どおり進めて欲しいと承認を

得た。

デジタル分野 県実施の「豊かさ共創会議」に

おいて事業主等を対象にアン

ケート実施した。正式にまとま

り次第構成員に共有。このアン

ケートも参考に訓練カリキュラ

ムや訓練コースの設定に活かし

てく。

県実施の「豊かさ共創会議」に

おいて企業における人材育成

（在職中の訓練等）それぞれの

機関で実施しているものをワン

テーブルで見える様な形で進め

ていきたい。

18 福井

特に計画に反映した意見はな

い。

人手不足となっている介護など

の福祉の分野、デジタル人材の

育成ならびに中小企業等地域の

ニーズを踏まえた訓練を実施す

るとともに、女性や高齢者を含

めた中高年齢者の活躍促進のた

めの訓練を実施。

会員企業のほとんどが従業員5

名以下の小さい会社であり、求

人をだしてもなかなか面接にも

人が来ないが、統一していえう

るのは求めているのは即戦力。

今年度も医療事務のコースを

行ったが、新型コロナの影響も

あり、医療系の仕事を望む人が

減っている印象。

派遣会社で大々的に訓練を行っ

ているのは２社のみであるが受

講生が集まらずほとんどが赤

字。

事業所のアンケート調査を見て

も事務系の方はほぼ充足してお

り、このままＤＸの人材ばかり

増えると就職先があるのか心

配。

我々が支援する事業所のＤＸと

いうと電子決済や販売管理のデ

ジタル化。また、農業分野でい

えばドローンやＧＰＳを用いた

機器の導入が待ったなしの中で

これらの機器を扱える人材が不

足しているところが大きな問

題。

令和４、５年度とも重点分野と

していること及び国の重要施策

となっていることからデジタル

分野を効果検証対象分野とし

た。

訓練受講後にどれだけ定着して

いるかに関することも企業にヒ

アリングしてほしい。

訓練修了者を採用した企業への

質問項目で必須としているもの

ヒアリングを徹底してほしい。

零細企業にもヒアリングしてほ

しい。

デジタル分野

・DX推進に伴い、全ての業種に

おいてIT人材が必要となってい

る。主に次の３分野の人材が必

要である。①製造部門における

生産性向上のITスキル、②事務

所における業務効率化及び電子

帳簿法やインボイス対応、③

WebやECを使っての販路拡大、

である。職業訓練はこのような

３分野に関して非常に手厚く

なっている。

・基礎教育としてパイソンを訓

練すると、IOTや高度なAIにつ

ながっていくので、非常によ

い。

・デジタルは基本的にはツール

なので、道具の使い方を知って

もらうとよい。実践は、就職し

てから、個々の企業の要求に応

じて学んでいけばよい。

福井県内の人手不足解消として

人を集めてくるということはも

う限界となっており、これから

はやはりＤＸ化が人手不足解消

への切り口になるだろうという

ことで、積極的なＤＸの導入を

勧めている。小規模企業のＤＸ

化の課題としては社内でDXに精

通した人材がいないというこ

と。高度な情報処理ができる人

材というわけではなく用語がわ

かり業者と話ができるとかある

程度の人材がいれば企業のＤＸ

化は進んでいくのではないかと

思われる。

２年間ＤＸ化とＩＴに関するリ

カレントプログラムを行った

が、来年度以降は予算上の問題

をクリアしないと実施困難。ま

た、受講生の年齢が比較的高

く、ある程度以上の年齢の方は

企業に採用してもらうのが難し

いのが問題。

中小企業では、例えば人手が圧

倒的に足りない業種で運送業が

あるが、これはあまり人と関わ

ることがないということで人付

き合いが苦手な人などとのマッ

チングが可能であり、こういっ

た視点から中小企業の人材確保

IT業界に限らず、全ての産業に

おいてデジタル人材が不足して

おり、令和5年度はデジタル人

材の育成に重点を置くことか

ら、訓練規模を拡大するととも

に訓練効果についての検証を行

うこととする。

・訓練修了者へのヒアリングに

ついて、就職後に感じた訓練で

学んでおくべきだったスキル・

技能が一番重要である。

・訓練修了者を採用した企業へ

のヒアリングについて、ＩＴの

訓練を受けてきたけれども、本

当はこういう訓練をして欲しい

という事をヒヤリングされると

実際に職業訓練と企業現場との

マッチングが深まる。

・将来的にはアンケート等の数

量的な結果もあったら説得力が

増す。

デジタル分野 地域リスキリング推進事業につ

いて、市町が実施する事業を県

がとりまとめて令和5年度の本

協議会で報告する。

特になし

17 石川

①協議会での意見

○介護分野の受講者確保

・介護の仕事の啓蒙が必要。

○基礎コースの活用

・職業能力開発講習が就職に有

利なのか。その良さを求職者に

伝える必要がある。

・基礎コースと実践コースを組

み合せて設定できないか。

・ターゲットを新卒早期離職

者、育児復帰者、高齢者等に

絞った設定としてはどうか。

・基礎コース終了後のキャリア

マップを示すとよい。

○HW利用者以外への広報

・「訓練」というネーミングで

は、響かない。表現を工夫する

とよい。

②計画に反映した事項

様々な提案があり、できること

から実施する。なお、計画の文

面は案のままとした。

・全体の規模は令和4年度と同

程度とした上で、デジタル分野

の重点化を図る。

・離職者訓練において、デジタ

ル分野の訓練を令和4年度の約2

倍となる622人の計画とする。

・委託訓練において、観光客の

増加を見込み、観光分野の訓練

規模を拡大する。
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地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

20 長野

職業訓練の設定については、令

和５年度の実施方針に基づき設

定をし、特にデジタル分野につ

いて重点的に設定していく旨構

成員に説明をしたところ、構成

員からは特に指摘、要望等はな

かった。

・長野県の主な産業は製造業で

あることから、地域の求人ニー

ズを反映したものづくり分野を

施設内訓練を中心に設定をす

る。

・幅広い分野でデジタル人材の

ニーズが高まっているが、まだ

まだデジタル人材は不足してい

ることから、デジタル分野の職

業訓練を重点的に設定をしてい

く。

デジタル分野について重点的に

設定していく旨構成員に説明を

したところ、構成員から、「デ

ジタル人材が不足している中で

デジタル関係の科目を教える人

は足りているのか」といった意

見が出された。

ワーキンググループで検証を実

施する訓練分野については、長

野県内で新規求人が最も多く、

訓練効果の把握、検証、訓練カ

リキュラム等の改善により、就

職の可能性が高まると考えられ

る製造分野とした。

実際には、これから新たに実施

をすることから、検証方法、ヒ

アリング項目等に対しての意見

はなかったが、ある構成員から

このワーキンググループでの検

証は、どのような必要性から生

まれたのかという質問の後、次

のとおり意見があった。

・様々な業務を繁忙にこなして

いる中で、また一つこういった

ことを義務のように行わなけれ

ばいけないということ自体が、

その他業務の足を引っ張るよう

なことにならないか懸念をして

いる。

製造分野 ①リカレント教育環境整備の観

点から、働く人への学び直しの

場拡充支援事業について、ま

た、社会人学びの総合ポータル

サイト・キャリアアップステー

ションNAGANOについて説明。

（長野県）

①学び直しの場拡充支援事業を

実施する教育機関（専門学校

等）と労働行政等が横のつなが

りを持って周知、広報をしてい

ただきたい。（専修学校各種学

校連合会）

特になし

21 岐阜

①就職率は高いが応募倍率の低

い訓練コースについては、訓練

受講のメリットを伝えると共

に、求人ニーズと求職者ニース

を踏まえ訓練コースの拡大を進

める。

②製造業の分野における人材育

成に重点を置き職業訓練を実施

する。ＩＴ分野、デジタル分

野、介護分野の訓練コースの設

定を促進。オンライン訓練や託

児サービスつき訓練コースの設

定を推進。

デジタル分野の訓練コース拡

大、施設内訓練の訓練科名称を

一部変更

就職率が高く、応募倍率の低い

コースは、地域ニーズ及び求人

ニーズとしては効果的な訓練

コースである。

地域の特性として「ものづく

り」が主要な産業となってい

る。

製造分野の訓練コース、特にＣ

ＡＤコースは、就職率は高いも

のの応募倍率が低いことから、

地域ニーズ及び求人ニーズとし

ては効果的な訓練コースである

が、求職者ニーズをとらえ切れ

ていない可能性がある。

そのため検証により職業訓練の

適切かつ効果的な実施につなが

る可能性がある。

ＣＡＤの訓練は初歩的なコース

から専門的なコースまであるた

め、効果検証は簡単ではないの

ではという意見があったが、間

口が広くいろいろなところで使

われており取り組みやすいとい

うところで了解を得た。

ＣＡＤコース 岐阜協立大学にてリカレント教

育として「トヨタ生産方式とカ

イゼンリーダー養成プログラ

ム」を実施。

特になし 岐阜協立大学ではリカレント教育と

して、トヨタ生産方式及び製造業や

物流、サービス産業の現場で作業カ

イゼン・スキルを身につけた「カイ

ゼンリーダー」を養成する履修証明

プログラムを実施。

個人の費用負担に対しては教育訓練

給付金（専門実践教育訓練）が対象

となり、企業が主体となり実施した

場合は人材開発支援助成金が適用と

なることを紹介。

22 静岡

①・実施計画のメニューが豊富

になるのは良いことだが、実行

性の確保を合わせてお願いした

い。

・IT人材のニーズが高いにもか

かわらずデジタル分野訓練の就

職率が低いのは、カリキュラム

が求人側のニーズに即したもの

になっていないでのはないか。

②労働市場が求めている即戦力

の基幹人材の養成は職業訓練で

は難しいので、まず、その前段

階となる方を少しでも多く供給

していく。

ハローワークとの連携等によ

り、求人開拓及び就職支援を強

化する。

成長分野、人手不足分野とされ

ている分野・職種に重点を置

き、特にデジタル分野の重点化

県内の企業は人手不足で人材確

保に苦慮しているが、IT関連企

業も同様である。IT技術者とし

ての適性を見極め、コミュニ

ケーションのとれる人材を採用

して社内で教育しているのが実

態である。

中小企業ではIT技術者として就

職する人はいないため、IT能力

を使ってマーケティングや事務

を行う人材を求めている。

訓練コース数が最も多く、中小

企業の求人者ニーズ及び求職者

ニーズが高く、就職件数が多い

訓練分野を選定した。

ヒアリング項目は企業が訓練修

了者に期待している点、企業

ニーズがあり実施した方がよい

訓練内容、企業が採用の際に重

視していることなど、企業ニー

ズを把握して、訓練の効果検証

ができる内容とする。

現場がわからないと訓練を実施

する方もわからないので、検証

の実施にあたり県や機構も一緒

にヒアリングを実施したい。

営業・販売・

事務分野

労働局・県・機構が一体的に公

共職業訓練と求職者支援訓練の

調整を行うことで、訓練規模、

分野、時期、地域において適切

な職業訓練の機会や受講勧奨を

強化して受講者を確保する。

特になし 特になし

23 愛知

①・デジタル人材育成の必要性

があること　・地域格差の解消

を目指した訓練の必要性がある

こと

②・デジタル分野の定員数を増

加　・開講数の少ない地域を念

頭においた地域ニーズ枠の設定

デジタル分野の重点化 ・デジタル人材の中でも高レベ

ルのものは社内育成困難なた

め、職業訓練での実施を期待

・ＩＴリテラシ－は経営者にも

必要であるもの

県委託訓練及び求職者支援訓練

の双方で実施し、定員数が多く

設定されている分野で設定

・就職率が低く中小企業の人手

不足の実態と合わず、ミスマッ

チが生じているのでは

・就職率は１年後はどうだった

かということが問われる

営業・販売・

事務分野

人材開発支援助成金制度（人へ

の投資促進コース・事業展開リ

スキリング支援コース）の紹介

・要件が煩雑で事前に計画を出

すということが中小企業にとっ

て一番難しい。要件緩和が必要

では

・支援策がパッケージ化されて

いれば中小企業も使いやすいの

は

24 三重

①

・ＤＸ着手に向けた人材育成

ニーズの高まりが見られる。

・引き続き福祉分野の人材が不

足している。

②

・デジタル系分野の積極的な

コース設定に努める。

・介護系コースの応募率向上に

努める。

・求職者支援訓練の基礎コース

の設定を推進すること。

・デジタル系分野コースの設定

を推進すること。

・事務、営業の職種においては

パソコン能力プラスアルファ能

力が求められており、ＤＸの仕

組みに対応可能な人材が求めら

れている。

・介護・福祉の職種においては

若年者を中心に定着率の課題も

あり、技術・体力とともにコ

ミュニケーション能力が求めら

れている。

・求職者ニーズ(応募率)は高い

が、求人ニーズに課題があると

思われる(就職率が低い)分野を

選定。

・ヒアリング項目の追加によ

り、訓練受講が賃金や雇用形態

に良い影響を与えたかどうかの

調査ができると良いと思われ

る。

営業・販売・

事務分野

・キャリア形成・学び直しサ

ポートセンター事業、受講者の

特性に対応した教育訓練手法の

構築・普及促進事業、学び・学

び直し促進のための特定支出控

除における特例措置の創設につ

いて事務局より説明。

・リカレント教育への取り組み

状況等について三重大学より説

明。

・他の大学等でのリカレント教

育の現状について質問があり、

県内の高等教育コンソーシアム

事務局でもある三重大学より、

特に私学においては採算性を重

視するため手がついていないの

が現状との回答があった。

・三重県産業支援センターより、デ

ジタルで物事を考える力を身につけ

るための企業向けセミナー「ＤＸ寺

子屋」を経営者向けと現場責任者向

けに年間60コース枠で実施しており

中小企業においても意欲のある企業

からは応募があるとの紹介があり、

構成員間で認識を共有した。

25 滋賀

①障害者等に対する施設内訓練

の実績は定員充足率が２０％～

２５％と低迷しているが、充足

率アップに向けた施策はあるの

か

②計画数の変更はしないが、定

員充足率向上のため関係機関へ

の周知等行い充足率向上に努め

たい。（委員からは対象者数

（定員）の変更を求めるもので

はなく計画の変更は無し）

　デジタル分野が室・量とも不

足していることから、デジタル

分野について人材育成を行う訓

練実施機関の開拓を行う方針と

した。

－ 　国の人材育成の重点分野、当

県の労働市場の課題及び訓練実

施計画の方針を踏まえて選定。

（具体的には国において公的職

業訓練のデジタル人材分野の重

点化によるデジタル人材の育成

が掲げていること。また、令和

５年度滋賀県地域職業訓練実施

計画（案）において、ＤＸの進

展により、技能・技術の向上の

ために必要となる人材の確保が

求めらると分析し、「公的職業

訓練の実施方針」においてデジ

タル分野の人材が室・量とも不

足していることから。）

・簡単に言えば人気コース、不

人気コースの分析をし、その中

に、当県の基幹産業である製造

も入れてもらえるとよい。

ＩＴ分野 ・Ｒ４年度補正予算において、

人材開発助成金に事業展開等リ

スキリング支援コースを創設。

この内容と労働局・ＨＷが行っ

ている周知について説明。

・ＤＸ対応への支援と理解する

が、中小・零細企業では、どの

分野をどのようにしたらよいの

かといった最終目標、デジタル

化をするためにどの部分をした

らよいかといったことがわから

ない。このようしたら効率化で

きるといったことの支援ができ

たらよいと思う。

※リカレント教育を実施する滋賀大

学を構成員とし,当大学が実施知るリ

カレント教育について情報共有する

予定であったが,急遽欠席となったた

め資料提供のみ。次回説明の機会を

設け,情報共有する予定。

5



地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

26 京都

①令和4年度は委託訓練におい

て不開講コースが発生したの

で、不開講とならないよう関係

機関で対策を協議する必要があ

る。

②5年度においては、不開講が

発生することがないよう、ハ

ローワークでは主な受講対象で

ある雇用保険受給者に対し、適

切なあっせんを行うこと、京都

府においては受講しやすいコー

ス設定に努めること等を計画に

記載した。

デジタルトランスフォーメー

ション（DX）の進展に必要な

IT・デジタル分野の重点化

・育児中の方が受講しやすいよ

うに託児サービスがある訓練

コースの設定促進についての要

望。

・有料職業紹介事業者から、求

人者ニーズとしては、製造業や

建設業が非常に人手不足であ

る。求職者ニーズはITの専門知

識習得やWebデザイン、事務系

のスキル向上が多いとの報告。

・事業主団体からは中小企業に

おいては人手不足が非常に深刻

であり、その点も意識して訓練

計画・コース設定を考えてほし

いとの要望。

「デジタル田園都市国家構想基

本方針」において、デジタル推

進人材を育成・確保することと

されており、京都府の「府民躍

動雇用応援★夢プラン（第11次

京都府職業能力開発計画）」に

おいても令和4年から7年度の4

年間で、公的職業訓練を中心に

「DX人材の育成者数を6,000

人」の達成を目標としており、

重点分野に位置づけている。

このため、デジタル分野の人材

育成に重点的に取り組む。

特に無し。 IT分野 ①公的職業訓練の周知の一層強

化を図るため、ハローワークの

庁舎内においてデジタルサイ

ネージ等を活用した案内を行っ

ている取組等を紹介。

②京都府において、地域の特色

を踏まえた産業創造を進めてい

く中、それに伴い産業界で求め

る人材を把握し、それに即した

訓練を実施していきたいと考え

ており、来年度以降、施設内訓

練の科目再編を検討する。

①事業主側に対するPRが不足し

ているとの意見あり。

②特に無し。

特に無し。

28 兵庫

①定員充足が低調な訓練につい

て、改善に力を入れる必要があ

るのではないか、という意見

②労働局、兵庫県、支援機構の

緊密な連携のもと、地域ニーズ

を勘案したコース設定、幅広く

周知・広報に取り組むこととし

た。

・公共職業訓練（委託訓練）・

求職者支援訓練ともに、デジタ

ル分野の訓練設定を拡充してい

く。

・兵庫の主要産業を支えるもの

づくり・製造分野は施設内訓練

を中心に前年度と同規模の設

定。定員充足率向上に向けて周

知・広報に力を入れる。

受け入れ企業側の問題もある

が、訓練修了後の就職のマッチ

ングを意識した取組等も必要で

はないか、といった意見

求職者の訓練ニーズが高く、ま

た県内企業において、半数が重

要性の高まりを考えているもの

の、取組を進めている企業は2

割程度にとどまっているDXの課

題があり、必要なデジタル人材

の育成に資する訓練分野として

選定

重要なデータになると思われる

ため、ヒアリング内容等の記

録・整理はきっちりと行ってい

ただきたい。

デジタル分野 ・大学等が行うリカレント教育

とリスキリングについて

リカレント教育は企業にとって

生産性向上に直結するかわかり

にくい面もあり、産業界の理解

も得ながら実施している状況。

リスキリングは、経費面からも

大学としてどう関わっていける

かが課題。「働きながら」学び

という面において企業側のメ

リットも大きいと考えられ、あ

る程度の企業負担も考えるべき

ではないか、といった意見

・リカレント教育について地域

の大学等の取組を紹介する

フォーラムを実施していること

の案内

29 奈良

①デザイン分野への応募者が多

数あることからコース数の増加

を図るべき。

②求職者支援訓練（実践コース

の17％（90人）から21％（110

人）に増加。実施機関の状況に

より定員の変更（増員）も認め

る場合がある。

・デジタル分野の重点化

・介護・医療・福祉分野の定員

充足率の向上

・中小企業では人手不足感がぬ

ぐえず、現在、労働力として社

会に参加していない方も、職業

訓練を通じて、社会参加できる

取り組みが必要。

・中小企業は訓練修了生の技術

が欲しいのではなく、何でもで

きる人を求めている。

・ＤＸ等の進展への対応のため

の人材育成

・人手不足分野の地域からの要

望

・就職率が高く、応募倍率が低

い分野の検証

・効果・検証を行う際は、属性

（年齢・性別等）を含めた内容

とすること。

①デジタル系

分野（ＩＴ分

野・デザイン

分野）

②介護・医

療・福祉分野

③理容・美容

関連分野

ＩＴ分野＝プログラミングでは

ないことのアナウンスも必要で

あり、幅広の年齢、性別にとら

われない、ＰＧ以外の知識・技

術があることの広報が必要であ

る。訓練カリキュラムについて

も、そのことを踏まえた計画と

する。

専門職の人材育成を期待してい

るのではなく、幅広いスキルを

持った人材を期待する。

無

27 大阪

・課題認識として、「大阪府の

課題として女性の就業率が低い

こと」、「建設、製造等分野の

人材不足」について、計画内

「労働市場の動向と課題」に盛

り込んだ

・政府の方針に掲げられている

「人への投資」について、国を

挙げて推進しているということ

が分かるよう、計画内「労働市

場の動向と課題」に盛り込んだ

・2025年に開催される大阪・関

西万博なども踏まえ、デジタル

分野等成長が見込まれる分野、

製造、建設、福祉分野等人材不

足が深刻な分野に重点を置き、

「就職氷河期世代等正規雇用を

希望しながら非正規雇用で働き

続けている者」、「女性」、

「若年者」、「障がい者」、

「中高年齢者」等の人材育成に

資する訓練を実施

・旅行観光分野について、ホテ

ル業などで若手の人材流出など

人出不足が著しいと聞く。コロ

ナの落ち着きに伴う経済正常化

や大阪・関西万博に向けたイン

バウンド需要の拡大に伴い、公

的職業訓練においても旅行観光

分野の必要性を認識し、訓練

コースの設定を検討していく必

要がある

・特になし ・特になし・政府のデジタル田園都市国家

構想に基づくデジタル人材の育

成や大阪・関西万博等を踏まえ

た成長が見込まれる分野におけ

る人材の育成に重点を置き、デ

ジタル人材育成の推進に計画的

に取り組む

・特になし ・デジタル分

野

・関係機関等が連携し、職業訓

練ニーズに応じた訓練を総合的

かつ一体的に企画立案、実施す

るとともに、職業訓練期間とハ

ローワーク、OSAKAしごと

フィールド等の就業支援機関が

連携し、訓練から就職までを一

貫して支援

・ジョブ・カードを活用した

キャリアコンサルティングな

ど、労働者のキャリア形成に資

する情報提供及び相談援助を行

い、公的職業訓練の受講者の能

力及び適性に応じた公的職業訓

練を実施

・公的職業訓練の周知・広報

①訓練コース周知用冊子・ポス

ター等を作成、配布し広く制度

の周知を行う

②大阪府立高等職業技術専門校

及び関西職業能力開発促進セン

ターにおける訓練校説明会、

オープンキャンパス等を実施。

また、ハローワークにおいて職

業訓練機関による学校説明会を

定期的に実施

③人材不足である製造業等にお

ける人材確保の促進に資するた

め、訓練校見学会と事業所見学

会を組み合わせたツアー型見学

会を開催。またマザーズハロー

ワーク等において託児サービス

付き訓練や短時間訓練コース等

の説明会を開催

④ハローワークにおいて、企業

における在職者訓練の活用促進

が図られるよう積極的な周知を

実施

6



地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

31 鳥取

①有効求人倍率が全国より高い

水準で推移している県下の労働

市場において、デジタル人材の

育成や人材不足分野の人材確保

について、関係機関が一体と

なってこの問題に取り組んでい

く必要がある。　②計画的な人

材育成の観点から、離職者訓

練、在職者訓練でのデジタル訓

練の質・量ともに充実を図るこ

ととした。応募倍率が低い分野

については、求職者ニーズに即

した訓練内容とすることと、求

職者への働きかけを強化するこ

ととした。

デジタル分野への質・量の重点

化。　　　　　　　　　　　人

手不足が続いている「介護・医

療・福祉分野」について受講が

しやすい訓練日程の検討。

雇用関係がはっきりしないよう

な労働者が県内でも増加してい

ると聞く。訓練終了後正社員へ

つながるような訓練内容（期間

も踏まえて）が求められてい

る。

介護・看護・保育と言った人材

不足分野の人材確保は急務であ

り、令和５年度鳥取労働局行政

運営方針の最重点施策としてい

る。

就職しても１年未満で離職する

ようなケースを目にする。資格

だけ取得しても、技能だけ身に

つけてもだめなのか訓練効果に

ついて、よくヒアリングをして

欲しい。　　　　　　応募倍率

や就職率等に影響する経営者側

の課題を把握し、検証結果に反

映して欲しい。

介護・保育分

野

県内企業のDXを目指したリスキ

リングの機運醸成を目的に、広

くDXやIT活用に関心のある企業

向けに、専門家の協力を得なが

ら具体的な事例を紹介した。

今までは何を学びどう進めたら

経営課題の解決に結びつくか分

からなかったが、一歩を踏み出

すきっかけとなった。

32 島根

①リスキリング推進には経営者

の意識変革が重要であるが、リ

カレントと混同している経営者

もいることから、両者の違いを

計画上明確化しておくべきであ

る。

②脚注としてリカレント、リス

キリング各々の定義を記載

○人手不足が特に深刻な介護分

野の人材育成

○ 将来、企業のＤＸに必要な知

識を学習していくための基礎的

な能力（IT理解・活用力）を有

する人材の育成

○ 企業のＤＸを推進する知識と

技能を有する人材の育成

○介護、福祉の分野でもＤＸは

少しずつではあるが進んでい

る。

○企業におけるＤＸの取組がま

だ進んでいないという実情を踏

まえ、将来、ＤＸ推進に必要な

知識、技能を習得するための下

地作りにつながる分野であるこ

とから選定。

○修了者を不採用とした事業所

へのヒアリングも必要ではない

か。

○企業がどういうレベルの人材

ならば採用するのかという情報

の把握が必要ではないか。

営業・販売・

事務分野

○ジョブ・カードを活用した

キャリアコンサルティングの普

及・促進

○学び・学び直しの支援

○地方公共団体のリスキリング

事業

○介護・福祉分野の経営者に対

しＤＸの道筋を示すことができ

れば、当該分野のＤＸ進展が加

速化するのではないか。

○中国経済産業局を委員に加え、経

済産業省のリスキリング事業や他県

でのリスキリング推進に向けた好事

例を共有した。

33 岡山

➀人手不足分野の人材確保が喫

緊の課題となっている。

 デジタル分野の重点化が必要と

なっている。

②人材不足分野の介護系訓練の

応募率が低下傾向にあるため、

訓練計画数は前年同とするが受

講勧奨を推し進めるため関係機

関との連携等の取り組みを図

る。

求職者支援訓練においてデジタ

ル分野の認定規模を増加。

デジタル分野の重点化

(コース数増に向けた実施機関の

確保等課題解消の検討）

訓練規模については令和４年度

と同程度。県から学卒者・離職

者共通訓練の計画数計上方法に

ついて変更等の報告

DXについては、各業界でデジタ

ル化が求められる中、対応に苦

慮する中小企業など問題意識は

あるものの手をこまねいている

状況が見受けられる。実態把握

と課題解消に向けて取り組む必

要がある。

令和3年度の岡山県内の職業訓

練実績では応募倍率「高」・就

職率「低」に分類され、改善す

べき方向性として求人ニーズに

即した内容になっているか、就

職支援策に課題がないか等の検

討が求められていることを踏ま

え課題解消に向けた取り組みと

して訓練効果検証の手法である

ヒアリング実施などが有効なも

のと判断される。

デジタル分野 大学等が実施するリカレント事

業に係る協力支援

総務省の地域リスキリング推進

事業を実施する岡山県内の地方

公共団体との連携

大学等が実施するリカレント事

業は離職者に限らず、在職者向

けのものもあり協議会構成員で

周知協力を図る。

総務省の地域リスキリング推進

事業に限らず、DXについては経

営者等の意識改革・理解促進が

重要との意見や農業分野におい

ては新規就農者への働きかけが

効果的との意見あり。また、中

小事業者には意識改革が特に必

要であり、効果も出やすいとの

意見あり。

デジタル分野訓練コース増に向けた

取組として現実施施設に今後の構想

についてのアンケートを実施し、結

果（課題等）の共有及び情報交換。

実施機関からの課題・要望として、

講師確保が困難、講師確保・固定経

費高騰に対応するため委託費の増額

要望、IT企業への就職とDX推進企業

への就職など、それぞれ目的を分け

たコース設定が必要等があった。

また、協議会での意見として訓練講

師の育成が重要との意見あり。

34 広島

【協議会での意見】

・デジタル分野への重点化に当

たっては、地域のニーズを踏ま

え、幅広なレベルのコース設定

に努めること、またそのコース

でどのような人材を育成しよう

としているのか分かりやすく伝

えるよう努めること。

【計画への反映】

・高度なスキル等の習得を目的

としたIT分野のコースとして、

委託訓練において次年度新たに

長期高度人材育成コースを設

定、また知識等習得コースで

11ヶ月のコースを設定。また、

訓練実施計画に「職業訓練に

よって習得できる技能等の見え

る化・明確化を進めることに留

意し実施」する旨を明記。

・デジタル分野への重点化。併

せて、人材不足分野（介護分

野）や地域の基幹産業である製

造業を支えるものづくり分野で

訓練規模を維持し重点的に実

施。

【介護分野について】

・全体として業界のイメージを

変えていかないと、訓練生の確

保は難しい。出口では就職がで

きる状況があるので、就職をし

ていく上でのメリットをしっか

りと打ち出していくことが必

要。

【旅行・観光分野について】

・デジタル技術を活用し外に向

けて発信していくことができる

人材が必要。また新しい観光戦

略を考えつくような人材も今後

は必要になってくるように感じ

る。

【IT分野（成長分野）】

・広島県内においても、IT、デ

ジタル人材の育成・確保は喫緊

の課題であること、来年度IT分

野のコースを大幅に拡充する予

定であること等から、今後、IT

分野の訓練コースをより充実さ

せていくためにも、効果検証分

野として選定。

【介護・医療・福祉分野（人手

不足分野）】

広島県内の特に介護分野につい

ては、訪問介護職を中心として

慢性的に人材が不足しており、

新型コロナウィルス感染症の影

響により人材確保はさらに深刻

化している。介護人材の育成・

確保に当たっては、量・質両面

が求められており、本人及び事

業所双方の実情・ニーズを踏ま

えた人材育成等がより求められ

る分野であることから、効果検

証分野として選定。

・単純に就職率等数値化できる

ものだけではなく、どういう目

的がありそれに対してどういう

形でこのコースは社会に役立っ

ているかといったものまで踏み

込んでいただければ良い。

・採用されてすぐにヒアリング

を行っても、効果的な検証がで

きない可能性があるため、タイ

ミングには留意。

・企業ニーズの把握という観点

から、採用に至らなかった企業

に対しヒアリングを実施するこ

とも一案。

・対象者数について、あまり人

数が少ないとその方その方の状

況、固有の状況等が回答への影

響として出てしまうのではない

か、ある程度の人数をヒアリン

グすることがより望ましい。

・IT分野

・介護・医

療・福祉分野

・県立広島大学から、履修証明

プログラムの実施状況と次年度

実施予定の情報共有、及びアン

トレプレナーシップ関連セミ

ナーを実施した旨の紹介が行わ

れた。

・広島県の３事業、広島市の７

事業等、県及び市町が実施する

地域リスキリング事業について

広島県において取りまとめ、訓

練実施計画に一覧として添付

し、構成員間で情報共有。

・広島県産業人材課から広島県

におけるリスキリング推進に向

けた取り組み（リスキリング推

進宣言制度、ITパスポート取得

支援補助金制度、人材開発支援

助成金活用支援補助金制度等）

について説明を行い、事業主に

対する補助金制度等の周知につ

いて協力を依頼。

なし なし

①国の方針として、社会のデジ

タル化に適応した新たな技能を

得る人材を増やし、成長分野へ

の労働移動を促進することとし

ている。

②デジタル人材の不足が試算さ

れている一方で、求人・求職バ

ランスシートにあるように和歌

山県におけるIT分野の求人倍率

は高くなく低い傾向にあり、企

業の求めている人材とのミス

マッチがどのようなところに存

在するのか検証する必要があ

る。

③東京、大阪といった大都市圏

と違った和歌山県内でのデジタ

ルニーズにマッチした訓練カリ

キュラムを検討する必要があ

る。

　当該ヒアリングについては、

使い方によっては恣意的に情報

収集される可能性もある。情報

収集の集め方としては、社会調

査の方法など問題点も見受けら

れるため、今後、学術的な社会

調査の方法等を活用して和歌山

県の情報を収集すべく拡充して

いただきたい。

　当協議会については、発足後

10年が経過し、先ほどの分野を

絞った効果・検証だけではな

く、全体的な効果・検証も行う

必要があると思われるので、ぜ

ひ中央でも科学的に効果を把握

し、それを踏まえて各地域の

ニーズ等も勘案した上で計画

（案）を策定いただけるよう、

地方から中央に働きかけを行っ

ていただきたい。

デジタル分野 　ジョブ・カードをオンライン

で登録、更新することができる

ウェブサイトシステム、マイ

ジョブ・カードについて、周

知・広報の依頼。

　社会人基礎力を育成するため

の重要なプログラムの一つだと

思われる。自身の能力の見直し

等にプログラムとして非常に優

秀だと思われるので社会人基礎

力情勢に必要な方などに勧めて

いただきたい。

30 和歌山

　求職者支援訓練実践コースの

分野別の設定割合について、デ

ジタル分野の重点化に伴うデジ

タル人材育成の必要性、過去の

実績等を考慮し、和歌山県にお

いては、デジタル分野、介護分

野を２トップと位置付け、デジ

タル分野を30％程度、介護分野

を30％、さらに医療事務分野を

15％程度と設定する。

　IT分野の人材育成のため、ア

プリケーション開発プログラ

マーなどへの就職を目指す職業

訓練を引き続き設定するととも

に、人手不足が顕著な介護・福

祉分野や社会情勢の影響により

就業環境が大きく変化している

幅広い層の求職者等に、訓練内

容や訓練実施地域、訓練実施時

期等より効果的な訓練の設定を

促進する。

　昨年、デジタルトランス

フォーメーション、デジタル人

材という言葉が入ってきて中央

で多くの意見が出されている。

その時の資料では「DX人材とは

どのような人材なのか。技術者

を養成するということだけでは

なく、ビジネス系のスキルや、

経営、工程管理のスキルなども

必要となるはず。そうしなけれ

ば組織として全体が回っていか

ない。役立つ人材の育成をお願

いしたい。」と意見が出ている

が、今回の計画（案）にはこう

いった意見が反映されていな

い。和歌山県だけの問題ではな

く国の問題でもあるが、国の方

でデジタル人材をどのようにし

て育てていくのか、何がデジタ

ル人材かといったことを、もう

少し具体的にし、訓練を実施す

ることが必要と考える。

7



地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

35 山口

①DX推進に係る人材育成のため

の訓練に関して、事例を踏まえ

て、実践的でわかりやすい内容

にすることが必要

②職業訓練の設定については、

特段の意見はなかったが、上記

のとおり訓練内容に関する意見

があったことから計画に反映し

ないものの、訓練を実施するに

当たって検討する予定

①デジタル分野の職業訓練実施

機関を確保し、観光・サービス

分野における人材育成するとと

もに、社会変化に対応したカリ

キュラムの見直しを適宜行い、

地域の企業が必要とするＩＴ技

能を使える人材の育成

②高齢者向けの訓練コースの拡

充

①国立大学法人山口大学及び公

立大学法人下関市立大学が実施

しているリカレント教育の概要

②山口県中小企業団体中央会が

実施した「中小企業ＤＸ取組状

況アンケート」の調査結果に係

る報告

③学校法人ＹＩＣ学院が実施し

た「山口県観光・サービス業の

ＤＸ人材ニーズアンケート・ヒ

アリング」の結果報告

①デジタル人材を育成するため

の訓練実施機関の確保

②地域の企業、求人者ニーズに

即したＩＴ技能を使える人材の

育成

③②を実施するためのカリキュ

ラムの見直し

　当面、マクロ的なデータを収

集、分析を行って、一般的な傾

向を明らかにしたのち、ミクロ

な分析を実践するためにヒアリ

ング方式による分析を行っては

どうか？

ＩＴ分野（デ

ザイン分野を

含めたデジタ

ル分野で検

討）

①地域におけるリスキリングの

推進

②人材開発支援助成金の活用促

進

③山口県内の職業能力開発に係

るイベントや各種大会・事業へ

の協力

　職業能力開発に関する事業

は、地域の技能振興の効果が高

く、今後、リスキリングの推進

にもつながっていくことから、

協議会、労働局、県として応援

していきたい。

特になし

37 香川

第１回協議会での「幅広い職種

でITリテラシーを身につける必

要がある」との意見を計画に反

映し、デジタル分野の定員を全

体で３９人増やすこととした。

①求人者・求職者ともにニーズ

の高いデジタル分野のコース拡

充が重要であり、実施機関開拓

が課題。②定員充足率が低調な

介護分野については、求人者

ニーズが高いためコース数は維

持し、受講者確保のための取り

組みが課題③求人者・求職者と

もにニーズが高く、充足率も高

いが、就職率が低いことが課題

の事務分野について、ワーキン

ググループで効果検証し、今後

改善を図っていく。

第１回協議会にて「在職者訓練

についてもニーズ把握を行う必

要がある」との意見が出たた

め、機構より在職者訓練のニー

ズ調査について報告。「緻密な

調査をしている」と委員から好

評。

選定した事務分野は、コース数

及び受講者数が一番多い分野の

ため、効果検証結果を踏まえた

改善策を事務分野全体に展開す

ることで、大きな効果を狙いた

い。また、定員充足率は高いが

就職率が低い分野であり、さら

には実施機関毎に就職率にバラ

ツキがみられることが判ったた

め、就職率の高い実施機関にヒ

アリングを実施し、得られた効

果ある就職支援策を他の実施機

関に展開することで、就職率改

善に繋げたい。

支援訓練、委託訓練、施設内訓

練から１コースずつ選定し、作

成したヒアリングシートを使

い、訓練実施機関へのヒアリン

グは機構及び県立校が、修了

者・就職先企業へのヒアリング

はハローワーク及び労働局が実

施する。

事務分野 ①訓練前及び訓練後のキャリア

コンサルティングの取り組みを

説明。

②ハローワークにおける求人

者・求職者への訓練ニーズアン

ケートについて、デジタル分野

の項目を追加し、次年度以降も

継続して実施することを説明。

①委員（職業紹介事業者）か

ら、「学びに慎重な求職者が多

く、その様な方にはキャリアコ

ンサルティングが有効」との意

見あり。

②了承を得た。

香川県より、DX,GX等の成長分野に

おけるリスキリング関する取り組み

予定を紹介。「アプリ開発人材養成

講座」「DXベーススキル養成講座」

などの講座や、「かがわAI＋活用支

援事業」「高度産業人材育成事業」

などの人材育成事業を紹介し、構成

員間で共有。

38 愛媛

①県・東予地域は、製造業を中

心に、人材確保が課題となって

いる。職業訓練のニーズが結構

あると思うが、若干、企業が求

めることと訓練校でしているこ

ととの間で、ミスマッチが生じ

ている。企業及び企業組合との

連携を密にして欲しい。南予地

域では、IT訓練が少ないようで

ある。人口が少ないこともある

が、デジタル化の人材育成が望

まれる。、②デジタル分野にお

ける人材育成を強化する内容と

した。

デジタル人材が質・量ともに不

足していることを踏まえて、職

業訓練のデジタル分野の重点化

に計画的に取り組むこととし

た。

特になし。 デジタル分野については、「デ

ジタル田園都市国家構想総合戦

略」（令和4年12月23日閣議決

定）等において、デジタル人材

が質・量ともに不足しているこ

とと、都市圏への偏在といった

課題を解決するために、職業訓

練のデジタル分野の重点化に計

画的に取り組むこととした。

特になし。 デジタル分野 ・愛媛大学で行っているリカレ

ント訓練（地域創生イノベー

ター育成プログラム）で実施し

たキャリアコンサルティングの

実施状況について説明。

・松山東雲短期大学で行ってい

るリカレント訓練（保育士養成

コース、栄養士養成コース）の

概要及び修了後の進路状況等に

ついて、特徴的な事案について

説明。

特になし。 特になし。

39 高知

・介護系の職業訓練について

は、必要性があることから、応

募者が増加する訓練設定を望

む。

・DX訓練を行った後、県内で就

職策があるのか求人ニーズを踏

まえたコース設定を望む。

・少子高齢化が進む本県におい

ては、特に介護系訓練が必要で

ある。

・デジタル分野の訓練コース設

定を増やすため、訓練施設等の

開拓を行う。

【高知県】デジタル化推進を

行っている。職業訓練にいかに

反映させるかが課題となってい

る。

【ニチイ学館】介護系訓練の設

定については、就職につながる

設定を行う。

【アールシステム】（無料職業

紹介機関）有効求人倍率は戻っ

てきたものの、企業の体力は弱

くなっており、スキルが高い方

を望む傾向は強くなっている。

DX化は重要であるが、基本的な

ワード・エクセルのスキルアッ

プも重要である。

・応募倍率が低く就職率が高い

「介護系分野」

・応募倍率は高く就職率が低い

「美容系分野」

・応募倍率、就職率共に低い

「営業・販売・事務系」の中で

経理、不動産ビジネス等の分野

・県内で、就職に結びつきやす

いコース設定を検証すること。

「介護系」

「美容系」

「経理・不動

産スキル」

・介護系訓練については、取得

可能な資格や、訓練機関・定員

等、精査を行って受講者に案内

していくこととする。

・就職については、社会福祉協

議会等とも連携した就職支援を

行う。

・人手不足が深刻な介護職場に

DXを結びつける考え方もあると

思うが、高知県の実情に応じた

人材の育成をしっかり行うこと

が必要。

・次年度の訓練計画の策定につ

いては、前年度の状況よりは、

現在の年度の状況を細かく見て

いった方がよいのではないか。

第１回協議会においての計画

（案）に各構成員からのニーズ

を基に反映や修正した計画

（案）を再度提示し、各構成員

から了承された。

①デジタル人材の育成

②ＩＴリテラシーの充実

③介護分野の訓練コースの受講

生確保と就職支援

④ＳＮＳ等による情報発信での

広報の充実

特になし ・デジタル分野は県内実施機関

が１社であることもあり、デジ

タル分野を含んだＩＴ分野を対

象とする。

・ＷＥＢサイトの訓練修了生で

も企業は実際は簿記ができる人

材がほしかったなどもあるの

で、企業のニーズにマッチした

人材育成であったか調査の仕組

みの工夫は必要。

・企業側の評価として、資格・

免許といったものだけで良い人

材だという評価には必ずしもな

り得ないので、評価基準を工夫

することが必要。

・雇用主以外の従業員もヒアリ

ング対象に入れると、より一層

訓練効果の検証が図れるのでは

ないか。

ＩＴ分野 （１）職業訓練の周知広報につ

いて

　職業訓練の受講が必要とされ

る者に対して、職業訓練を受講

することで、取得できる資格、

知識、技能、企業での活躍事例

を含めた広報が必要であり、訓

練実機関、徳島労働局、ハロー

ワーク及び徳島県は、訓練内容

の広報の充実、SNS等による情

報発信に取り組む。

（２）人材開発支援助成金の活

用促進について

　「物価高克服・経済再生実現

のための総合経済対策」（令和

４年10月28日閣議決定）におい

ては、「人への投資」の抜本的

強化を図ることとしており、徳

島労働局は、企業におけるデジ

タル人材の育成等を支援するた

め、人材開発支援助成金「人へ

の投資促進コース」及び「事業

展開等リスキリング支援コー

ス」の積極的な活用促進を図

る。

異議なし 特になし

36 徳島
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地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

40 福岡

介護分野の定員充足率が低く、

受講生を集められない状況の中

で、今後どのようにして充足率

を上げていくのかについて意見

あり。全国的に人手不足の中で

具体的な解決策には至っていな

いが、地域で協力し、介護の魅

力を高められるような取組みが

重要であることを計画に反映。

デジタル分野の重点化を図ると

ともに、介護・医療・福祉分野

における労働市場のミスマッチ

解消に向け、仕事の魅力を伝え

られるような働きかけを強化す

る。

ＤＸ等の進展といった大きな変

革の中で、中小企業等の着実な

事業展開、生産性や技能・技術

の向上のために必要となる人材

の確保、育成が求められている

こと、加えて、企業規模等に

よってはＤＸ等の進展への対応

に遅れがみられることにも留意

が必要であることを構成員間で

共有した。

前年度の訓練実施状況の分析結

果から、応募倍率が高く就職率

が低い分野の課題解消を目指

し、対象分野を選定。

求人ニーズと訓練内容が合って

いるのかについて、現場の意見

が大事との意見。

ＩＴ分野、デ

ザイン分野

（デジタル分

野）

地域に必要な人材確保（中小企

業、農林水産、介護等）のた

め、デジタル産業及び自動車産

業分野に関する講座の開設等を

はじめ、デジタル・グリーン等

成長分野に関するリスキリング

の推進に資する「①経営者等の

意識改革・理解促進」、「②リ

スキリングの推進サポート等」

及び「③従業員の理解促進・リ

スキリング支援等」の事業を実

施する。

県及び市町村の取組みに関する

情報の共有を希望。

参加委員からの紹介により、介護福

祉における中央での議論及び地域の

取組等について構成員間で共有し

た。

41 佐賀

①デジタル分野のコースについ

て充実を図り、求職者への働き

かけ及び就職支援を強化し、佐

賀県においてデジタル人材の育

成を図っていく。

②デジタル分野重点化として、

ＩＴ、WEBデザイン関連の資格

取得を目指すコースの設定を推

進していく。また、訓練受講中

から訓練実施機関とハローワー

クが今まで以上に連携を取り就

職支援の徹底を図る。

○デジタル分野の重点化

・高度デジタル人材育成科/２

年の定員を増員（8人→10人）

・WEBデザイン訓練（定員20名

×７コース）を新設

・中高年限定のＩＴ系訓練や、

子育て中の女性向けの託児付き

短時間ＩＴ系訓練コースを増設

・その結果、ニーズの少ない販

売コースや、人手不足により無

資格でも就職につながる介護

コース等を減らした。

○地域の雇用情勢や産業界の

ニーズに対応し、雇用が見込ま

れる分野の職業訓練を実施

・協議会において、多方面の委

員による地域の人材ニーズを訓

練計画案に反映していきたい。

今年度のように11月開催では、

見直しが来年度計画に反映でき

るかというと難しく、翌々年度

以降の反映となるなど、中長期

的な先の視点になってしまうの

で、やはり第１回目の開催時期

を早めるよう提案あり（事務局

で調整予定）。

・デジタル分野の重点化により

コースの充実を図っているが比

較的応募倍率が高く就職率が低

いＩＴ分野や、比較的就職率が

高く応募倍率が低い製造分野

等、求職者と求人者にミスマッ

チがあると考えられる分野につ

いて状況を把握し改善につなげ

たい。

・分野選定後にＷＧにおいて訓

練コースを３コース以上選定す

る際に、そもそも「３コース以

上」ある分野は限りがあるので

はないか。

営業・販売・

事務分野

・地域におけるリスキリング推

進に関し、佐賀県における現在

の在職者訓練の取組状況につい

て説明、今後のコース設定等の

参考とするため、委員の意見を

いただく

・原材料高や賃上げ等々の課題

もある中、生産性向上を図りデ

ジタル人材の育成・確保を考え

ている企業においても「人手不

足」という大きな問題があり、

なかなか手が回らない状況もあ

る。企業と話してもリスキリン

グの話まではなかなか到達しな

いが、「経営者等の意識改革・

理解促進」という点において、

企業に広く周知を図っていきた

い。

特になし

42 長崎

　令和5年度の長崎県地域職業

訓練実施計画については、長崎

県及び機構長崎支部と事前に協

議を行い案を作成し本協議会へ

承認を図ったが意見等はなかっ

た。

　訓練実績について、令和４年

１２月時点で１３コース定員枠

１３４名が中止となっており、

調整等を行い中止にならないよ

うな改善策がないのかとの意見

あり。

　介護分野においては、訓練実

施機関の減少、受講者の確保が

難しいなどの理由から計画数を

減らした。

　委託訓練において、デジタル

分野を１８コース定員数２６５

名と前年度の１１コース１６０

名より大幅に増員し計画してい

る。

　求職者ニーズでは、訓練期間

で「３か月から６か月」及び

「３か月」が９割弱、希望分野

は「営業・販売・事務」及び

「ＩＴ分野」で約半数を占めて

いる。

　訓練の充足率を上げるため訓

練の開催時期、訓練分野の改善

を要望された。

　デジタル分野が政府の施策の

中で重点化されていること及び

訓練カリキュラムの内容の選択

肢が多いこと。

　デジタル分野のスキル・技能

等が幅広い業種・産業に活用さ

れることから、訓練により得ら

れたスキル・技能等と企業が望

むスキル・技能等の対比が検証

しやすく、改善項目が明確化で

きる。

検証分野を複数実施してはどう

かという意見があったが、令和

５年度においては、まず１分野

を対象とし年度初めに対象コー

スの選定を行うこととした。

デジタル分野 職業訓練の情報発信の拡充につ

いて、現在ハローワーク及び労

働局ホームページ・ＬＩＮＥな

どにより訓練情報等の発信を

行っているが、新たに運用を開

始したインスタグラムを活用し

広報・周知の拡充を図る。

特になし 特になし

・特に県内では多数の 半導体関

連企業が 進出 予定であり、半

導体産業及び関連産業の人材の

質・量ともに不足が見込まれる

ことから、今後、企業の人材

ニーズを踏まえた職業訓練の機

動的な設定推進が必要である。

　離職者を対象とする職業訓練

については、令和５年度におい

ても、人材不足が深刻な分野

や、成長が見込まれる分野等に

おける人材育成に重点を置きつ

つ実施する。

44 大分

①デジタル推進人材の育成の方

向性についてどのように考えて

いるのか。

②デジタル分野重点化の観点か

らＩＴ、WEBデザイン関連の資

格取得を目指すコースの設定を

推進。

・デジタル分野等、成長が見込

まれる分野における人材育成に

重点を置きつつ実施。

・人手不足分野等求人ニーズを

踏まえた効果的な訓練の設定、

および地域ニーズに対応した訓

練の推進。

・デジタル推進人材の育成と一

括りにされても産業、業種の違

いがある中で、どこから手をつ

けるべきか中々イメージできず

漠然とした感じとなっている。

・デジタル推進人材の育成が求

められている。（デジタル田園

都市国家構想基本方針）

・ITSSレベル１以上のデジタル

分野の設定は令和３年度まで実

績がなく、効果検証を行うこと

で、今後の効果的な訓練の実施

に繋げる事ができる。

・分野選定にあたり、そもそも

効果検証の対象となる分野に限

りがある。

・WGの構成員に効果検証対象

分野の専門家の参入を求めては

どうか。

デジタル分野 ・公的職業訓練に加え、デジタ

ルや半導体、農林水産業等成長

分野に関するリスキリングの推

進を図り、地域に必要な人材の

確保（中小企業、農林水産、介

護等）に取組む。

・リスキリングについて言葉が

上滑りにならないように丁寧に

説明する必要がある。中身の見

える、また、県民目線で実行す

るべき。

・リカレントとリスキリングに

ついてどのような違いがあるの

かよく理解されていないので

は。

特になし

・令和４年７月に実施したアン

ケート結果では「介護・医療・

福祉分野」「IT分野」のニーズ

が高く、半導体関連企業進出に

伴い、技術者の育成が急務との

意見が多く出された。

また、職業訓練の課題・分析で

は、応募倍率が高く、就職率が

低い分野としては、「ＩＴ分

野」「デザイン分野」の課題が

あり、今回の効果検証WGの候

補として選定した。

・デジタル分野以外の分野はど

のような検討を経て最終的に分

野選定したのか。

→デジタル分野以外を除外した

訳ではないが、データとしては

比較的修了生の多い分野におい

てのデータを抽出することが改

善、検証、分析に有効であり、

令和4年度については特に求職

者支援訓練についてはデジタル

分野が相当数の受講率となって

いる。

デジタル分野 生産性向上支援訓練（ＤＸ関

連）の実施。

・生産性向上支援訓練（ＤＸ関

連）が、中小企業等の在職者に

対して、民間教育訓練機関を活

用した生産性向上支援訓練と

なっているが、リーフレットに

掲げる民間教育訓練を活用して

いくということは、今現在のポ

リテクセンターでは高度な人

材、国が求めるデジタル人材が

訓練機関では対応できないの

か。

→生産性向上支援訓練ＤＸ部分

については特に短時間でＤＸの

基礎を学びたいといった、様々

な事業所様の要望もあるので、

実機を持たない座学のみの訓練

については民間教育訓練機関様

の専門性を活用して実施機関の

ノウハウを生かしながら実施す

る。どちらかの役割を担うとい

うわけではなく、在職者訓練、

施設内訓練の実機を使った実施

をメインとした訓練と生産性向

上支援訓練といった主に座学

ベースの訓練を併用して人材を

育成していくという形で授業を

実施している。

43 熊本

①これまでのＩＴ訓練以上の半

導体関連を中心とした、高度な

技術内容を求めるような企業が

多くなってくる中で、国が求め

るデジタル人材が現在の県内の

訓練機関では対応できるか。

②既存で一番近い訓練コースで

ある制御を担当している生産ラ

インメンテナンス科のカリキュ

ラムも来年度一部見直しを図っ

ている。特に電子回路の基板制

作等について事業者へのヒアリ

ング調査を元に、一部カリキュ

ラムの見直し等の反映を行って

いる。

・委託訓練の大型一種取得コー

スについては、時間外上限規制

の適用から運転手の不足が予想

され、企業のニーズが高い訓練

と思われるので今後は検討いた

だきたい。
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地域の人材ニーズを踏まえた訓練

コース設定にあたって情報共有
地域協議会独自の招聘事例連携事例

職業訓練の設定に当たって、①

協議会での意見、②①について

計画に反映した事項

（どのような情報共有、指摘、

要望等があり、それをどのよう

に計画に反映して記載すること

としたのか等）

令和5年度地域職業訓練実施計

画で特に重点としている事項

（デジタル分野の重点化、観光

分野の訓練コース設定促進、コ

ンソーシアム等との共同による

カリキュラムの見直し等）

各構成員からの報告等

訓練分野の選定にあたっての方針

（成長産業、人手不足分野等、ど

のような地域の実情の踏まえたの

か等）

WGでの効果検証にあたっての

意見（検証方法、ヒアリング項

目に対しての意見等）

訓練分野 取組内容 意見等

※単に「セミナーを紹介した」だけでなく、
○○を対象に○○の習得を目的としてセミナー
を開催し、○人の受講生が参加した。
フォーラムの開催により、企業に対する具体的
なＤＸ支援の取組内容について紹介があり、構
成員間で認識を共有した。
など、内容がわかるよう可能な範囲で具体的に
記載ください。

ワーキンググループ（ＷＧ）の効果検証地域職業訓練実施計画の策定

労働局

番号
労働局名

その他の職業能力の職業能力開発及び向上の促進のための取組

45 宮崎

①

・求職者および企業に対して

行ったアンケートについて、昨

年度の同調査と比較すると、企

業側のIT関係の訓練ニーズが高

まっている。

・宮崎県の地域性を活かした訓

練設定が必要。

②

・委託訓練にてIT分野の長期高

度人材育成コースを新たに計

画。

・求職者支援訓練にて地域ニー

ズ枠として観光分野を新たに計

画。

・デジタル分野の重点化 ・デジタル分野については、か

なり重視されており、求職者

側、企業側のニーズが計画に反

映されていると思う。

・介護分野について、労働に

合った報酬がなく、公的な部分

でのサポートが必要と感じる。

デジタル分野の重点化に取り

組むとしていること、また、第

１回協議会でITに係る意見が複

数あったことや訓練ニーズの検

証より、「デジタル分野」が選

定された。

検証方法、ヒアリング項目へ

の意見なし。

デジタル分野以外においても、

宮崎特有の観光や農業につい

て、WGでの効果検証の対象と

してでなくともアンケート等を

取るのもよいのではないかとい

う意見があった。

デジタル分野 ・階層別の研修（新規職員研修

や中堅職員研修、チームリー

ダー研修等）をニーズに併せて

実施する事業を行っている。

・キャリア教育として、小学校

から高校まで一貫して、望まし

い勤労観を植え付けるという教

育を行っている。

・在職者の職業訓練のメニュー

の一環等、企業内でなく外部で

支援していただけるとありがた

い。

・キャリア教育として、組合が

学校に出向いてやりがい等を学

生や教師、保護者に伝えること

について、県全体の学校に話を

通してくれるとありがたいと

いった声がある。

46 鹿児島

①協議会での意見

・リスキリングについて、在職

者の部分で新しい能力開発を

行っていくことが必要である。

（学識経験者）

・離職したら生活が不安定な状

況で学ばなければならないの

で、在職者訓練に力を入れるこ

とは賛成である。（経済団体）

②計画に反映した事項

・リスキリングの推進として、

地域リスキリング推進事業を計

画に反映した。

・在職者訓練の積極的展開。

・IT分野の定員枠の拡大。

・中長期的な地域ニーズをも反

映した訓練コースの策定に向け

た情報収集の実施。

・PCのスキルについて、求人者

側のニーズとして、専門システ

ムやアプリの操作等、関数や差

し込み印刷等といった、細かい

ことが求められる。（職業紹介

事業者）

・人材育成にあたり、社内教育

に加え、子供向けのプログラミ

ング教室と提携したりしてい

る。（職業紹介事業者）

・RESASのデータを営業戦略に

活用するための学習の場がある

と有意義ではないだろうか。

（経済団体）

・コース設定数が多く、また

セーフティネット的な要素の

コースが多い分野における訓練

効果の検証から始めていくこと

とする。

・訓練後にPCスキルをどこまで

引き上げるかという観点で検証

を行うことも１つのポイントで

はないか。（学識経験者）

・上記観点で検証を行う場合、

全くの未経験者を対象とするな

ど、適切に選定しないと訓練効

果が判断できないことを考えら

れるので、注意が必要。（職業

紹介事業者）

・PCスキルは使えると思ってい

る人も、使えているのが一部分

だけであるということもああっ

たり、幅が広がる可能性もある

ことから、受講制限は望ましく

ない。（学識経験者）

営業・販売・

事務

表層及び深層にある求職者ニー

ズについて目を向ける必要性と

キャリアコンサルティングによ

るニーズの変容の可能性等につ

いて説明。

・学生の場合、生活・安全等に

対する部分は親が支えているの

で、現実のお金を稼いで生きて

いくという意識が薄く、自己実

現の話ばかりをする事例もあ

る。これによって職業が選択で

きないまま社会に出てしまうよ

うな事例もある。（学識経験

者）

・離職したら生活が不安定な状

況で学ばないといけないので、

在職者訓練に力を入れるのは賛

成である。安定したうえで学ぶ

ことが大切である。（経済団

体）

・該当なし

47 沖縄

①県のリーディング産業である

観光業においては、多くの産業

で人材不足であり、事業所は即

戦力を求めている現状があり、

地域ニーズに即した職業訓練を

実施してほしい。

②観光関連産業は幅が広いた

め、求職者支援訓練について

は、地域ニーズを反映できるよ

う分野を限定せず、その他分野

としての定員を設置した。

デジタル分野のコース拡充 観光産業の人材不足に関して、

宿泊業の様々な分野で人材が不

足しているため、ヒアリング等

により実態を捉え、国や県だけ

で考えるのではなく、官民一体

となって検討を進めていきた

い。

・求職・求人双方のニーズが高

い分野であること。

・応募倍率・就職率ともの高い

分野であり、良い点、改善点を

他の分野に生かすことを目的と

する。

・効果検証の取組は素晴らし

い。全ての分野で行ってほし

い。

・沖縄県の基幹産業である観光

分野の訓練についても、効果検

証を行ってほしい。

デジタル分野 訓練受講希望者を確保し、あっ

せんするためには、広く公的職

業訓練について周知する必要が

あるため、ポスター・リーフ

レットの作成・配布に加え、イ

ンターネット、ＳＮＳを活用

し、潜在的受講希望者の掘り起

こしを図る。

特になし 特になし

10




